
地方税収（地方財政計画ベース）の推移

（注）１．表中における計数は、超過課税及び法定外税等を含まない。

２．令和４年度までは決算額、令和５、６年度は地方財政計画額である。

３．括弧書きは、平成21年度以降、国から都道府県に対して譲与されている特別法人事業譲与税等を除いたものである。
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地財 地財年度

バブル崩壊

地方消費税（1%）創設

アジア通貨危機
⾦融危機

IT不況

リーマン
ショック

約３兆円の税源移譲

・地方消費税率引上げ
（1% → 1.7%）

・法人住民税法人税割の
交付税原資化

・地方消費税率引上げ
（1.7% → 2.2%）

・法人住民税法人税割の
交付税原資化の拡大


